別紙様式１―１
スマート農業技術導入計画書（一般型・共同利用促進型）

１　申請者（事業実施区分）（該当する事業主体区分に✓を記入。）
	氏名（名称）
（代表者）
	
	電話番号
	

	住所
	

	事業実施主体区
	□　認定農業者（個人）、 □　認定農業者（法人）、□　集落営農組織、
□　生産部等の任意組織、□　市町村公社（第３セクター）



２　事業の計画
	（１）経営概要（品目、面積等）


	（２）事業実施主体の取組計画
ア　導入するスマート農業技術と機械
	導入する技術
	
	

	機械・設備の名称
	
	

	導入予定年月
	
	



イ　農業のスマート化計画
	使用方法、目的
	

	機械・設備の
導入効果
	※労働強度、作業効率、精度等





ウ　目標
	項　　　目
	申請時
（　年度）
	２年度末時点
（　年度）
	３年度末時点
（　年度）
	４年度末時点
（　年度）

	
	
	
	
	


　 ＊６を参照。目標を追加する場合は２行に分けること。


（３）機械の稼働計画
	項　　　目
	申請時
（　　年度）
	２年度末時点
（　　年度）
	３年度末時点
（　　年度）
	４年度末時点
（　　年度）

	スマート技術を
実施する規模 Ａ
	ha
	ha
	ha
	ha

	導入機械の利用規模 Ｂ
(利用規模の下限を記載)
	ha
	ha
	ha
	ha

	稼働計画 Ａ／Ｂ
	－
	％
	％
	％




（４）生産管理システムの導入状況（※導入が要件）
	導入状況
	既に導入済　　・　　導入予定（　年　月　）

	導入（予定）機種
	機種名： 

	システムの
活用計画
	※自身の経営においてどう活用し、経営の高度管理化に活かすのか具体的に記載。








３　事業費・実施期間
	事業費（税込）
	

	着手（予定）年月
	
	完了（予定）年月
	


　

４　個人情報の取扱い
	□本事業の実施に当たり、本申請にかかる個人情報等について、関係自治体に提供することに同意します。（同意いただけない場合は、取組内容等が確認できないため、本事業の実施ができない場合があります。）



５　添付資料
（１）農業法人及び農業者が組織する団体の場合は、構成員の名簿、規約・定款等の写し
（２）平面図、断面図、構造図、カタログ、現況が分かる写真等
（３）見積書等事業費の積算が分かる資料
（４）その他必要と認める資料
（５）共同利用促進型の場合、別紙参考様式

６　「２(２)ウ　目標」における項目について、導入する機械に応じて以下のとおり設定する。ただし、設定された項目が経営改善に繋がらない場合は、これ以外の目標を追加することができる。
	導入する機械
	目標項目

	ドローン
	経営面積の拡大

	リモコン草刈機・ロボット草刈機
	単位面積当たり除草作業時間の低減

	自動操舵・直進アシスト付トラクター
	経営面積の拡大

	自動操舵・直進アシスト付田植機
	経営面積の拡大

	高性能コンバイン（食味・収量）
	単位面積当たり収量の増加

	環境モニタリングシステム・環境制御
	単位面積当たり収量の増加

	アシストスーツ
	作業時間の短縮

	その他
	（個別に設定する）




